
経営発達支援計画の概要 

 

実施者名 

（法人番号） 

つくぼ商工会（法人番号 9260005004788） 

倉敷市（地方公共団体コード 332020） 

早島町（地方公共団体コード 334235） 

実施期間 2023/04/01 ～ 2028/03/31 

目標 経営発達支援事業の目標 

つくぼ商工会は、倉敷市と早島町、地域の支援機関と連携を取りながら、地域小

規模事業者の持続的発展、地域経済の活性化に繋げていく。 

①経営力向上による収益性の確保 

②地域資源を活用した商品開発等による売上拡大 

③事業承継、創業支援による事業者数維持と雇用機会の創出 

事業内容 Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

1. 地域経済動向調査に関すること 

ビッグデータ等の分析結果を事業計画策定支援等に活用する。 

2. 需要動向調査に関すること 

アンケートの分析結果をフィードバックし、商品開発や改善支援を行う。 

3. 経営状況の分析に関すること 

巡回窓口相談で得た情報を「ローカルベンチマーク」等のツールで分析し、経営

方針の見直しや事業計画策定に活用する。 

4. 事業計画の策定支援 

経営指導員と専門家が連携し、実現可能な事業計画の策定支援を行う。ＤＸ推進

に取り組む事業者に外部専門家を派遣し、実効性のある支援を行う。 

5. 事業計画策定後の実施支援 

定期的に進捗状況を確認し、事業計画と乖離が生じた場合は課題解決に向けた伴

走支援を実施する。 

6. 新たな需要の開拓支援 

商談会出展や商品開発支援により新たな販路開拓を行う。また、ＤＸを活用した

販路開拓を実現するため専門家を派遣する。 

連絡先 つくぼ商工会 

〒701-0304 岡山県 都窪郡早島町早島 4156 関西書芸院１階 

TEL:086-482-1111 FAX:086-483-0099 



e-mail:tsukubo@okasci.or.jp 

倉敷市 商工課 

〒710-8565 岡山県 倉敷市西中新田 640  

TEL:086-426-3405 FAX:086-421-0121 

e-mail:cmind@city.kurashiki.okayama.jp 

早島町 まちづくり企画課 

〒701-0303 岡山県 都窪郡早島町前潟 360 番地 1 

TEL:086-482-0612 FAX:086-482-3405 

メール：kikaku@town.hayashima.lg.jp 
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ッドタウン化が進行、中小・小規模企業の小売業、飲食・サービス業の進出が継続し、新陳代謝が

進んでいる。一方で、中心部から少し外れると田園が広がり、ぶどうやいちごなど果樹栽培も盛ん

で、日本文化遺産にも認定された楯築遺跡や王墓山古墳などの歴史的遺産が点在するなど、新旧の

文化産業が交差する地域となっている。 

 

○都窪郡早島町 

昭和４０年頃まで日本を代表する「い草」の一大産地であったが、

現在ではい草の生産は熊本県に移り、畳表や畳材料を全国の畳店に販

売する卸売業、または、中国等アジア圏からの貿易の拠点としてい草

製品等の卸売業が存在している。また、山陽自動車道と瀬戸中央自動

車道が交差する早島インターが立地することで中四国と関西圏を結ぶ

物流の要衝として栄え、大企業の物流センターが多く立地。 

町の財政も安定し社会保障も充実していることから、人口増加地域として認められている。 

 

②つくぼ商工会地域の人口動向 

 国勢調査をもとに本会が作成した人口推移（図表１-１）によれば、全国では平成２２年をピーク

に、岡山県では平成１７年をピークに人口減少に転じている一方、本会管内では増加が継続している。 

 しかし、倉敷市全体では平成２８年を境に減少に転じており、管内地域の減少率は低いと見込まれ

ているものの、これまでのような市場拡大は難しいと考えられる。早島町においては、当面増加傾向

が続くと見込まれているが、長期的には減少は避けられない。（図表１-２、１-３） 

○管内人口動向（図表１-１） 

項目 全国人口（千人） 県内人口 倉敷市人口 早島町人口 管内人口 

平成17年 127,768 1,957,264 469,377 11,921 40,573 

平成22年 128,057 1,945,276 479,757 12,214 42,326 

平成27年 127,094 1,921,525 483,664 12,249 43,644 

令和2年 126,146 1,888,432 481,796 12,637 44,580 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （図表１-２）                （図表１-３） 
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のランク付けを行い、支援案件の掘り起こしや提供する支援メニューの選定を行う。 

 

②経営分析の内容 

【対象者】 

 巡回や窓口相談の中から、事業計画策定に意欲があり持続的発展が見込まれる事業所１４０者

を選定する。 

【分析項目】 

 ・基本情報・・・事業の沿革、事業内容、経営資源、後継者の有無など 

 ・財務分析・・・収益性、安全性、生産性、成長性など 

 ・ＳＷＯＴ分析・・・事業の強み、弱み、外部機会、外部脅威など 

【分析手法】 

 「小規模事業者支援システム」の機能を活用し、経営状況の推移や損益分岐点分析、キャッシ

ュフロー計算書等を作成し、事業者に提供する。また、詳細な財務分析については、経済産業省

「ローカルベンチマーク」や日本政策金融公庫「財務診断サービス」、中小企業基盤整備機構「経

営自己診断システム」等を活用し、経営指導員が分析する。 

 

③分析結果の活用 

 分析結果は、法定経営指導員である支援課長が確認のうえ経営指導員や補助員等職員、また記帳

担当者にも共有し、日常の経営相談や支援の場面、記帳指導や決算確定申告支援時において事業者

にフィードバックする。これにより、経営方針の見直しや事業計画策定に活用する。 

 

６.事業計画策定支援に関すること 

（１）現状と課題 

①現状 

 小規模事業者持続化補助金や経営革新計画等の申請支援を提供する事業者が増加する中で、事業

計画策定の依頼も増加しており、当会では岡山県商工会連合会広域サポートセンターの専門経営指

導員や専門家のサポートを受けながら事業計画策定を推進している。 

 

②課題 

 経営環境が複雑化・多様化する中で、専門性の高い経営課題や問題についても支援する必要があ

る。特に、小規模事業者の生産性向上や販路拡大に有効なデジタルトランスフォーメーション（以

下ＤＸと言う）への対応が必要となっている。 

 また、事業者が抱える本質的課題を、事業者に寄り添い傾聴することで発掘し、その課題を解決

するための事業計画策定を行う必要がある。 

 

（２）支援に対する考え方 

小規模事業者が持続的に維持・発展を続けるためには、地域の特性や顧客ニーズ、自社の経営実態・

強みや弱み等を確実に把握する必要がある。そのためには、経営分析の結果を踏まえた事業計画の策

定が不可欠である。しかし、小規模事業者へ事業計画策定の意義や重要性を漠然と説明しても実質的

な行動や意識を変えることは困難であることから、小規模事業者持続化補助金等の申請を契機として

意欲の高い事業者を選定し、事業計画策定に繋げる。支援にあたっては、経営指導員等、専門家のサ

ポートのもと、事業者が主体的に考え腹落ち出来る環境づくりに配慮する。 

また、大型店や域外事業者との競争に打ち勝つ魅力ある事業の創出を支援するため、創業支援等事

業計画の作成支援を実施。創業者の夢である事業が持続的に維持発展するよう支援する。 

さらに、小規模事業者の生産性向上にＤＸが必要不可欠だが、小規模事業者にはＤＸは敷居が高く

関係無いと考えている事業者が多いのが実情である。事業計画策定時にＤＸによる生産性向上が見込

まれる場合は、経営指導員がＩＴ化やデジタル化の支援で事業者の敷居を下げたうえで、専門家派遣

を活用して本格的なＤＸ導入を推進する。 
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ンセプトや味覚、触覚、視覚等、多角的な開発戦略が必要となる。事業者の経営資源や地域資源を

活用した「売れる商品」を開発又は改良するため、意欲ある事業者に対して専門家派遣を実施する。 

 現在早島町ではふるさと納税返礼品に適した商品提案を強く求めており、完成した商品を推薦す

ることで早島町と連携した需要開拓に繋げる。 

 

③ＤＸの活用による販路開拓支援 

広域や海外販路開拓を目指す場合は国内向けＥＣサイト、海外向けには越境ＥＣの活用を支援す

る。また、来店型ビジネス等商圏が地域限定の場合はＷｅｂ上で存在が認知される必要がある。そ

のためＷｅｂサイトやＳＮＳの有効活用や商品紹介の文書力・写真撮影、Ｗｅｂマーケティングに

ついてセミナーを開催し、意欲ある事業者には専門家派遣を活用して実効性の高い支援を行う。 

 

９.事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

（１）現状と課題 

①現状 

つくぼ商工会総務企画委員及び法定経営指導員等、倉敷市商工課、早島町まちづくり企画課によ

る「経営発達支援事業検討会」を年１回開催し、事業内容についての評価・検証を行っている。 

 

②課題 

事業計画を確実に実行していくためには、進捗状況の確認と事業内容についての客観的な評価・

検証が求められる。中小企業診断士等の外部有識者をメンバーに加え、専門的見地からの評価を取

り入れる必要がある。 

 

（２）事業内容 

毎年度、本計画に記載の事業実施状況及び成果について、ＰＤＣＡサイクルの流れで事業を実施す 

る。具体的には、以下の方法により、毎年度評価・検証を行う。 

①倉敷市商工課、早島町まちづくり企画課、本会法定経営指導員、岡山県商工会連合会担当者、外

部有識者として中小企業診断士をメンバーに加えた「経営発達支援事業検討会」を設置し、事業

の実施状況の報告や事業内容の評価・検証を行う。 

②理事会において、事業の成果・評価・見直し結果を報告し、承認を受ける。 

③事業の成果・評価・見直し結果をつくぼ商工会の公式ホームページにて公表する。 

 

１０.経営指導員等の資質向上に関すること 

（１）現状と課題 

①現状 

令和４年１０月、茶屋町本部・庄支所・早島支所を廃止し、新たに本部一元化のうえ職員集約を

行った。統合後の本部には、事務局長１名、支援課長である法定経営指導員１名、経営指導員２名、

補助員２名、記帳専任職員１名、記帳指導員６名を配置している。 

職員を集約することで、情報の共有やＯＪＴによる支援が効率的に行うことができ、経営支援の

レベルアップに繋がることが期待される。 

 

②課題 

本部統合により本部・支所の物理的距離が解消し、情報共有やレベルの平準化、ＯＪＴの実践が

行いやすくなった。しかし、統合直後で具体的成果は出ていないため、今後も事務局長・経営指導

員ミーティング等を定期的に開催し情報を共有することで、経営指導員等の資質向上を図らなけれ

ばならない。 

また、ＤＸにあたっては、基礎的なＩＴリテラシーの向上を図りながら、外部講習会等を積極的

に活用し生産性向上や事業拡大に繋がるＤＸスキルを獲得することで、小規模事業者の支援に繋げ

る必要がある。 
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（２）事業内容 

①外部講習会等の積極的活用 

岡山県商工会連合会主催の経営指導員等研修、中小企業基盤整備機構主催の中小企業支援担当者

等研修に経営指導員を毎年派遣。事業計画策定支援に係るノウハウや小規模事業者が抱える課題発

見、目利き能力などを習得し、支援能力の向上に繋げる。 

 

②内部研修会の実施 

当会独自で専門家を招き、臨時職員を含めた全職員参加の「税務・財務研修会」などを開催し、

職員のレベルや指導状況にあった経営支援ノウハウを身に付ける。また、経営力再構築伴走支援モ

デルにも示されている支援の基本姿勢「対話と傾聴」に関するスキルを習得するため、経営指導員

及び職員が参加する「ヒアリングスキル向上勉強会」を開催する。 

 

③ＤＸ支援スキルの獲得 

喫緊の課題である地域事業者のＤＸ推進にあたっては、まず経営指導員等の基礎的ＩＴ支援スキ

ルを向上させ、ニーズに合わせたＤＸ支援能力の向上に繋がるセミナー等に積極参加する。 

【ＤＸに向けたＩＴ・デジタル化の取組み】 

（ア）業務効率化等の取組み 

ＲＰＡシステム、クラウド会計ソフト、電子マネー商取引システム等のＩＴツール、テレワー

クの導入、補助金の電子申請、情報セキュリティ対策等 

（イ）需要開拓等の取組み 

Ｗｅｂを活用した自社ＰＲ・情報発信方法、ＥＣサイト構築・運用、オンライン展示会、モバ

イルオーダーシステム等 

（ウ）その他取組 

Ｚｏｏｍを使ったオンライン経営指導の実施 

 

④ＯＪＴ制度の導入 

経営指導員等を集約したことで、上席経営指導員による帯同訪問や日常的指導により、小規模事

業者に対する支援方法について実践的なアドバイスをすることで、経験の少ない経営指導員や若手

職員のスキルアップに繋げる。 

 

⑤職員間の定期ミーティングの開催 

小規模事業者が抱える課題・問題の解決方法、記帳・税務など基礎的経営支援スキルの平準化を

図るため、職員ミーティングを定期的に実施。伴走支援が限られた職員のスキルに依存せず、チー

ムによる伴走支援が実施できる体制を構築する。 

・事務局長・経営指導員ミーティングの開催（週１回） 

・職員全体会議の開催（月１回） 

 

⑥データベース化 

担当経営指導員等が巡回や個別相談等で知り得た情報を、岡山県商工会連合会「小規模事業者支

援システム」に随時入力することで、全職員がいつでも情報を閲覧し相互共有することで、担当者

不在時においても、一定レベル以上の対応ができるようにする。 

 

１１．他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること 

（１）現状と課題 

①現状 

経営発達支援事業を円滑に進めるため、岡山県商工会連合会や県内商工会をはじめ、各支援機関

と連携を図りながら、国・県等の各種施策についての情報共有や支援ノウハウ等の情報交換を行う

ことで、地域が抱える課題解決に向けた取組に役立てることが出来た。 
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②課題 

各支援機関との連携は、経営指導員等の支援能力の向上に強く繋がるため、これまで以上に各支

援機関と積極的な連携を図る必要がある。 

 

（２）事業内容 

①岡山県商工会連合会との連携（年２回） 

岡山県商工会連合会主催の広域連絡会議では、管理職を中心に人材育成や支援体制整備などの情

報交換を行う。また、広域サポートセンター会議では、支援課長を中心に国・県等の支援施策の情

報提供や県内商工会の進捗状況や事例について情報交換を行い、その内容を経営指導員等にフィー

ドバックする。 

 

【連携機関】 

 岡山県商工会連合会 

 

②日本政策金融公庫倉敷支店との情報交換会参加（年２回） 

日本政策金融公庫倉敷支店の情報交換会に出席し、各種金融支援メニューや支援ノウハウ、近隣

商工会の現状等について、情報交換を行う。 

 

【連携機関】 

 日本政策金融公庫倉敷支店 

 

③くらしき創業サポートセンター会議への参加（年３回） 

倉敷市が主催し市内支援機関や早島町もメンバーとなっている「くらしき創業サポートセンタ

ー」会議に参加し、管内の創業支援の状況や行政の支援策について情報交換を行う。 

 

【連携機関】 

倉敷創業サポートセンター、倉敷市、早島町、岡山県よろず支援拠点、日本政策金融公庫倉敷支

店、倉敷商工会議所、真備船穂商工会 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和４年１０月現在） 

 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村の経営発達

支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指導員の関与体制 

等） 

 

 

倉敷市商工課  早島町まちづくり企画課 

 

 

 

つくぼ商工会本部 

 

事務局長 

 

法定経営指導員（支援課長）１名 

経営指導員        ２名 

補助員          ２名 

記帳専任職員       １名 

記帳指導員        ６名 

 

※令和４年１０月１日 本部支所を統合 

 

 

 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規定する経営指

導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

①法定経営指導員の氏名、連絡先 

 ■氏 名：産賀昭宏 

 ■連絡先：つくぼ商工会 電話：086-482-1111 

 

②法定経営指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度 等） 

経営発達支援事業の実施・実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、事業の評価・

見直しをする際の必要な情報の提供等を行う。 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会／商工会議所 

 〒701-0304 

岡山県都窪郡早島町早島 4156関西書芸院 1階 

電話：086-482-1111 FAX：086-483-0099 

メール：tsukubo@okasci.or.jp 

 

②関係市町村 

（ア）倉敷市 商工課 
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〒710-8565 

岡山県倉敷市西中新田 640 

電話：086-426-3405 FAX:086-421-0121 

メール：cmind@city.kurashiki.okayama.jp 

  

 （イ）早島町 まちづくり企画課 

〒701-0303 

岡山県都窪郡早島町前潟 360番地 1 

電話：086-482-0612 FAX:086-482-3405 

メール：kikaku@town.hayashima.lg.jp 

 

 

 

（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 

必要な資金の額 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700 

 

 

景況調査費用 

専門家派遣費用 

セミナー開催費用 

職員資質向上研修費用 

 

 

500 

400 

500 

300 

 

500 

400 

500 

300 

 

500 

400 

500 

300 

 

500 

400 

500 

300 

 

500 

400 

500 

300 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

会費収入、特別賦課金、国補助金、岡山県補助金、倉敷市補助金、早島町補助金 等 

 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携して事業を実施する者の役割 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携体制図等 

① 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

③ 

 

 

 

 

 

 

 

 


